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１ 背景 

 近年、人口及び世帯数の減少や少子高齢化の進展、住宅・建築物の老朽化や社会経済状況の変

化等に伴い、使用されていない住宅・建築物が年々増加しています。沼田市においても、３,７５

０件（平成２５年住宅・土地統計調査）の空家があり、今後も空家は増加すると考えられます。

空家になったにもかかわらず、適切な管理が行われないまま放置されている状態は、防災・防犯・

安全・環境・景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、ひいては地域住民の生活環境に悪影響

を及ぼしているものもあり、早急な対応策の実施が求められます。 

 国は、この空き家問題の抜本的な解決策として平成２７年５月に「空家等対策の推進に関する

特別措置法（以下、「法」という。）」を施行しました。この法の施行により、半数以上の自治体が

空家対策の条例を制定しており、自治体における空家対策の取り組みは着実に拡大しています。

ただ、法律や条例の制定が進む中、空家問題に取り組む際の課題が浮かび上がっています。主な

課題として、所有者等による空家等の管理の徹底や特定空家等及び管理不全空地の発生防止、人

口減少に伴う空家等増加防止対策としての利活用などが挙げられ、総合的に空家対策を展開して

いく必要があります。 

 沼田市においても「沼田市空家等対策協議会」を平成３０年６月に設立し、市及び関係団体等

が一体となって空家等の対策を総合的に推進していくこととしています。 

２ 計画の位置づけ 

 この「沼田市空家等対策計画」（以下、「空家等対策計画」という。）は、法第６条の規定に

基づき、国が定めた指針に即して定めたもので、空家対策を効果的かつ計画的に実施するために、

空家等の発生を未然に防止し、空家等の適切な管理と活用の促進を図り、安全で安心なまちづく

りに資することを目的に策定するものです。 

 また、本計画は、まちづくりの将来像を実現するための方針や施策の方向性を示した、沼田市

第六次総合計画中、基本計画の第４章都市基盤（歴史・文化が息づく自然豊かなまちづくり）の

中で本計画の策定などが明記されているため、沼田市第六次総合計画の下位に位置づけるものと

します。 

３ 計画期間 

 空家等対策計画の計画期間は、沼田市第六次総合計画の計画期間を考慮し、平成３１年４月か

ら平成３９年（２０２８年）３月までの８年間とし、社会情勢の変化等必要に応じて適宜見直し

を行うものとします。  Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８ 
第六次総合計画           
空家等対策計画           
第１章 空家等対策計画の趣旨 

前期 後期 
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４ 課 題  （１）所有者等による空家等の管理の徹底  空家等は、個人の財産として、所有者等において管理するべきものです。しかしながら、所有
者等により適切に管理されない空家等が今日の「空家問題」に発展しています。管理されない理

由は、相続や経済的事情等、各々の案件で原因は異なりますが、所有者等には適切に管理する責

任があること、また、空家等を放置することが周辺の生活環境を脅かす要因となり得ることを、

市民、所有者等が理解することが求められます。  （２）特定空家等及び管理不全空地の発生防止  特定空家等や管理不全空地を、市が行う措置により解消するには、法的手続きによるため、状
況の改善に時間を要することも考えられます。このような状況は、所有者等にとっても、地域に

とっても負担となることから、今後、特定空家等及び管理不全空地の発生を防ぐことが求められ

ます。  （３）人口減少に伴う空家等増加防止対策としての利活用  少子高齢化により人口減少が一層進行する中、今後、空家等はますます増加することが予測さ
れます。これらの空家等で、利活用が可能なものを有効活用し、移住・定住の促進等、人口減少

対策の一環として空家対策を展開していく必要があります。                       



3 

 

 

 

１ 沼田市の現状 

 （１）人口と世帯について 

 平成２７年国勢調査によると沼田市の人口は４８,６７６人、世帯数は１９,１７８世帯で平成

１７年の合併時（５３，１７７人）と比較して人口で４,５０１人、世帯数は２５６世帯が減少し

ています。 

 今後の予想では、平成３８年（２０２６年）には４２,５７５人と現在よりも６千人以上減少す

ることや、世帯数も緩やかに減少に転じることが予想されます。（下表、人口推計による人口・世

帯数の変動による。） 

 

資料：総務省 国勢調査（昭和５０年から平成２７年） 

 国立社会保障・人口問題研究所《平成３２年（2020年）から３８年（2026年）》 

 

※国勢調査による「沼田市における６５歳以上高齢者の単身世帯数」は、上表のとおり増加傾向にあります。 

54,943  
56,828  56,569  56,099  56,334  55,278  

53,177  
51,265  

48,676  
45,815  

42,863  42,575  

14,676  
16,275  16,328  

18,335  
19,846  19,786  18,922  19,148  19,178  19,102  18,797  18,699  

3.7 
3.5 3.5 

3.1 
2.8 2.8 2.8 

2.7 
2.5 

2.4 2.3 2.3 

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H38

国勢調査及び人口推計による人口・世帯数の変動 

人口 世帯数 1世帯当たり人員 

1,143  

1,702  

1,982  

2,441  

H12 H17 H22 H27

沼田市における６５歳以上高齢者の単身世帯数 

65歳以上の高齢者単身世帯数（人） 

第２章 沼田市の人口と空家の現状 
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 （２）住宅・土地統計調査による空家の現状 

 住宅・土地統計調査は、住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実態を

把握し、その現状と推移を明らかにする調査で、５年ごとに実施されています。 

 本調査において、空家は、「別荘などの二次的住宅」、「賃貸用住宅」「売却用住宅」「その他住宅」

の４つに分類されています。 

① 空家数と空家率について 

 平成２５年住宅・土地統計調査（以下、「平成２５年調査」という。）によると沼田市の空家率は、

１６.５％となっており、群馬県平均（１６.６％）とほぼ同数値となっています。 

 平成２５年調査での空家数は、３,７５０戸と平成２０年調査と比較して、１００戸減少してお

りますが、６５歳以上高齢者の単身世帯数は、今後も増加すると考えられることから、全体の世帯

数が減少しても、空家数と空家率は、増加するものと考えられます。 

 

 

資料：総務省 住宅土地統計調査 

  

＜参考＞二次的住宅  

週末や休暇等に保養などの目的で使用されている住宅で、普段は人が住んでいない住宅（別荘）。

普段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりをする住宅 

その他の住宅 

「二次的住宅」「賃貸住宅」「売却用住宅」以外の人が住んでいない住宅で、転勤・入院などの

ため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替えなどのために取り壊すこととなっている住

宅 

 

 

  

1,900  2,650  3,850  3,750  

10.9% 

14.4% 

16.9% 16.5% 

11.5% 
12.2% 

13.4% 

16.6% 

H10 H15 H20 H25

沼田市の空家数及び空家率の推移 

空家数 空家率 群馬県空家率 
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 ②空家の種類と変動状況 

 平成２５年調査で空家について、「その他の住宅」の占める割合が５２.１％、次が「賃貸用の住

宅」の３５.８％となっており、県内と比較すると市場で流通していない空家の割合が高くなって

います。 

 また、平成２０年調査と比べると「その他の住宅」、「賃貸用の住宅」と「売却用の住宅」の割合

は増加しており、「二次的住宅」については減少しています。 

 

 ③空家の建て方と種類 

 平成２５年の調査では、沼田市内の一戸建の空家は、「その他の住宅」が６５％を占めており、

流通してない空家が多いことがわかります。 

 長屋建・共同住宅の空家は、「賃貸用の住宅」が８２％を占めています。また、「二次的住宅」や

「売却用の住宅」は、ありません。 

 

 

 

10.4% 

13.2% 

11.3% 

35.8% 

34.7% 

49.8% 

1.6% 

1.3% 

1.4% 

52.1% 

50.8% 

37.5% 

H25

H20

群馬県(H25) 

沼田市における種類別の空家割合 

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他住宅 

390  

14% 

500  

19% 

60  

2% 

1,780 

65% 

一戸建ての住宅 

二次的住宅 賃貸用の住宅 

売却用の住宅 その他住宅 

0  

0% 

840  

82% 

0  

0% 

180  

18% 

長屋・共同住宅 

二次的住宅 賃貸用の住宅 

売却用の住宅 その他住宅 
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 ④世帯主の年齢別割合  世帯主が５４歳以下の年齢層（３９％）と比べると５５歳以上の年齢層の割合（６１％）が高く
なっており、平成２０年調査と比較しても５４歳以下の年齢層割合は４％減り、５５歳以上の年齢

層割合は４％増加しています。高齢人口は増加する一方で、若年人口は減少することが見込まれる

ため、空家が増加する可能性が高くなると考えられます。 
 

 

 

25歳未満 

2% 

25～34歳 

8% 

35～44歳 

13% 

45～54歳 

16% 

55～64歳 

23% 

65歳以上 

38% 

55歳以上 

61% 

沼田市における世帯主の年齢別割合(H25) 

25歳未満 

2% 

25～34歳 

8% 

35～44歳 

15% 

45～54歳 

18% 

55～64歳 

22% 

65歳以上 

35% 

55歳以上 

57% 

沼田市における世帯主の年齢別割合(H20) 
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                                                     資料：国勢調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

804 

952 

1,156 

1,129 

816 

940 

1,146 

1,332 

1,680 

1,501 

1,547 

1,717 

1,870 

1,958 

1,675 

1,515 

1,495 

1,172 

531 

119 

30 

102 

848 

978 

1134 

1187 

853 

1091 

1273 

1382 

1647 

1533 

1497 

1686 

1915 

1931 

1403 

1155 

1009 

637 

164 

30 

7 

129 

0～4歳 

5～9歳 

10～14歳 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55～59歳 

60～64歳 

65～69歳 

70～74歳 

75～79歳 

80～84歳 

85～89歳 

90～94歳 

95～99歳 

100歳～ 

年齢不詳 

沼田市における年齢別人口構成表(H27年10月1日現在) 

男 女 
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1,750  790  1,710  1,220  530  250  260  180  120  

510  

700  

1,470  

2,120  

1,260  1,190  1,270  
1,140  

450  

10  

50  

220  

200  
260  

250  

40  

0

1,000

2,000

3,000

沼田市における構造別建築時期別専用住宅数 

非木造 

防火木造 

木造 

 ⑤建設時期について 

 平成２５年調査によると市内の住宅数は１８,９００戸で、構造別建築時期について、昭和５６

年～平成２年に建築された建物が多く、昭和５６年の新耐震基準施行以前に建設された建物の占め

る割合は、３９％（７,３５０戸）となっており、築３０年以上が経過していて、腐朽・破損して

いてもリフォーム工事をしていない建物の割合も高く、大規模な修繕が必要な建物が多くなること

が予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省 住宅土地統計調査 

新耐震基準施行前 新耐震基準施行後 

平成23年～25年９月 

3% 
平成18年～22年 

9% 

平成13年～17年 

10% 

平成８年～12年 

9% 

平成３年～７年 

11% 

昭和56年～平成２年 

19% 

昭和46年 ～55年 

19% 

昭和36年～45年 

8% 

昭和35年以前 

12% 

昭和56年以前 

39% 

沼田市における建設時期別建物の割合 



9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         資料：総務省 住宅土地統計調査 
 

 

 

 

  

14.3% 

5.7% 

3.4% 
4.0% 

2.5% 2.3% 

1.0% 
0.0% 

沼田市における腐朽・破損しているがリフォーム工事をしていない住

宅(H20) 

15.7% 

13.8% 

10.7% 

6.8% 

0.8% 
1.5% 

0.0% 

2.0% 

0.0% 

沼田市における腐朽・破損しているが平成21年以降リフォーム工事

をしていない住宅(H25) 
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２ 空家実態調査結果及びアンケート調査結果 

 （１）平成２８年度空家実態調査の結果 

沼田市では、空家のデータベース作成のため、下記のとおり実態調査を行いました。 

   ア 対象区域 

     市内全域 

   イ 調査期間 

     平成２８年９月～平成２８年１０月 

   ウ 調査対象 

     １年以上、住居その他の使用がなされていないと思われる一戸建て住宅 

   エ 調査内容及び方法 

     各区長に聞き取り調査 

   オ 調査結果 

     調査により、８１５件の空家の報告がされました。（各町内の調査結果は，別添参照） 

   カ 住宅・土地統計調査による空家数との相違について 

総務省が実施した平成２５年住宅・土地統計調査では、沼田市内に３,７５０戸の空家が

存在するとの結果が出ておりますが、これは調査方法の違いによるもので、当該調査は

全数調査ではなく、全国の１５分の１を無作為で抽出して選定された約３５０万の住戸

とそこに住む世帯が、調査対象となるためです。 

 

 （２）空家所有者または管理者へのアンケート調査の結果 

 実態調査で特定した空家の所有者または管理者に対して、空家となった理由や管理状況、今後

の利活用等について、アンケート調査を行いました。 

   ア アンケート実施期間 

     平成２９年８月～平成２９年９月 

   イ アンケート調査結果の概要（次のページにアンケートの一部を掲載） 

     空家と判定した７５３件の空家の所有者又は管理者に対して意向調査を実施し、４３３

件（うち６件が電話による）の回答を得ました。（回答率５７.５％）その内、８０件は

空家でないとの報告でした。 

     平成２８年の空家実態調査数との差異は、特に危険であると報告を受けた空家を、職員

で調査し、連絡が取れた物件や区画整理内の物件等を除いた件数です。   
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 ２.２.３「空家回答者と空家の関係」では、最も割合が多かったのが、「所有者」の５３.４％、

次が相続人の３４.４％でした。 

 ２.３.４「空家になる前の利用形態」では、最も割合が多かったのが、「戸建住宅」の８７.１％、

次が「賃貸」の８.２％でした。 

 

 ２.３.５「空家になったきっかけ」では、最も割合が多かったのが、「相続により取得」の５０.

１４％、次が「別の住居に転居した」の２５.２１％でした。 

  

所有者 

53.4% 

相続人 

34.4% 

賃借人 

0.7% 

その他 

10.8% 

未回答 

0.7% 

2.2.3空家回答者との関係（n=427） 

戸建住宅 

87.1% 

賃貸 

8.2% 

物置 

0.9% 

別荘 

0.3% その他 

2.1% 
未回答 

1.5% 

2.3.4空家になる前の利用形態（n=341） 

50.14% 

4.82% 

25.21% 

4.53% 

8.50% 

2.27% 

2.55% 

25.50% 

2.55% 

相続により取得 

居住用に取得し未入居 

別の住居に移転 

売却中で、購入者がみつからない 

賃貸住宅で入居者が退去 

別荘・ｾｶﾝﾄﾞﾊｳｽなど 

賃貸住宅で、賃借人がみつからない 

その他 

未回答 

2.3.5空家になったきっかけ（n=353）※複数回答 
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 ２.３.７「空家の維持管理」では、定期、不定期合わせて、７９％が何かしらの維持管理を行っ

ている反面、１２％の空家が、何もされておらず、危険な空家になる可能性を含んでいます。 

 ２.３.１０「空家の相続登記の状況」では、相続登記をしている人は５５.４％でした。 

 

 

 ２.６.１の「空家を今後どうしたいか」では、解体したいが３７％と多く、次いで購入者を募集

したいとなっています。その他の回答は、まだ、何も考えていないとの回答が多かった。 

 

定期的に点

検 

64.5% 

不定期に点

検 

14.9% 

何もしていな

い 

12.0% 

専門業者委

託 

0.3% 

その他 

5.2% 

未回答 

3.2% 

2.3.7空家の維持管理（n=349） 

している 

55.4% 

していない 

35.0% 

未回答 

9.6% 

2.3.10空家の相続登記の状況

（n=177） 

37.39% 

19.26% 

4.53% 

5.38% 

9.63% 

7.37% 

8.22% 

7.65% 

18.13% 

8.22% 

解体したい 

購入者を募集したい 

賃貸の入居者を募集したい 

いずれ主たる住宅として自己住居したい 

親や子供等、親族の利用のために提供したい 

別荘等として自己利用したい 

賃貸と売却の両方で募集したい 

自治体等に寄付をしたい 

その他 

未回答 

2.6.1空家を今後どうしたいか（n=353）※複数回答 
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 ２.６.２「今まで解体しなかった理由」では、金銭的理由が４７％、ほぼ同じで荷物の整理がつ

いていないとなっています。 

 

 

 ２．６．３「不動産業者へ情報提供希望者」では、希望すると回答した人は５９．１％でした。 

 

  

46.97% 

11.36% 

47.73% 

20.45% 

1.52% 

室内の荷物の整理が付いていない 

たまに利用している 

金銭的理由 

その他 

未回答 

2.6.2今まで解体しなかった理由（n=132） 

※複数回答 

希望する 

59.1% 

希望しない 

22.0% 

未回答 

18.9% 

2.6.3不動産業者へ情報提供希望者

（n=127） 
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３ 沼田市における地区別世帯数・空家数・空家率・空家密度について 

 空家実態調査アンケートにより把握した空家率を地区別で分類すると、利根地区が最も高く８.

８％で、次に川田地区の７.５％、池田地区の３.７％と続き、最も低いのが白沢地区の１.２％でし

た。 

 また、地区別の面積と空家数で、空家の密度を確認すると、沼田地区が、その他の地区に比べて、

突出して高いことがわかりました。 

 また、６５歳以上の割合が空家率に比例しており、今後さらに増加すると考えられます。 

 

 沼田地区 利南地区 池田地区 薄根地区 川田地区 白沢地区 利根地区 

世帯数 8,769 3,898 1,021 2,452 1,238 1,400 1,733 

空家数 256 50 38 78 93 17 153 

空家率 2.9% 1.3% 3.7% 3.2% 7.5% 1.2% 8.8% 

65歳以上の割合 31.6% 27.4% 34.7% 27.8% 32.8% 27.0% 35.4% 

面積（km2） 6.46 9.82 70.3 15.8 33.8 28.1 278.9 

密度(数/Km
2
) 39.6 5.0 0.5 4.9 2.7 0.6 0.5 

 

   

  

 

※６５歳以上の割合＝平成２７年勢調査結果による。 

 

 

2.9% 

1.3% 

3.7% 

3.2% 

7.5% 

1.2% 

8.8% 

31.6% 

27.4% 

34.7% 

27.8% 

32.8% 

27.0% 

35.4% 
39.60  

5.00  

0.50  

4.90  

2.70  

0.60  0.50  

沼田地区 利南地区 池田地区 薄根地区 川田地区 白沢地区 利根地区 

沼田市における地区別 空家数/世帯数 65歳以上人口割合 

空家率（空家/世帯数） 65歳以上人口割合 空家密度（空家数/面積） 
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 ※平成２７年国勢調査による沼田市地区別年齢別人口を割合で示した表で、池田地区、川田地区、

利根地区などの山間部は他の地域と比較して 65歳以上の高齢者人口の割合が高く、１５歳未満の

若年人口の割合が低くなっています。 

 それに対して、利南地区、薄根地区、白沢地区などの新興住宅地が比較的多い地区は、６５歳

以上の高齢者人口の割合が低く、１５歳未満の若年人口の割合が高いことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,262  

1,270  

278  

823  

332  

489  

418  

11,125  

5,685  

1,388  

3,640  

1,722  

2,099  

2,083  

6,224  

2,652  

892  

1,717  

1,004  

965  

1,377  

115  

71  

9  

6  

6  

15  

9  

沼田地区 

利南地区 

池田地区 

薄根地区 

川田地区 

白沢地区 

利根地区 

平成２７年国勢調査における地区別年齢別人口 

15歳未満 15～64歳 65歳以上 年齢「不詳」 
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１ 対象とする空家等の種類 

 本計画で対象とする空家等の種類は、法第２条第１項に規定する「空家等」を対象とします。 

ただし、予防対策の観点から空家等に該当しないが空家等となる見込みのある住宅も対象とします。 

 また、現に使用されておらず、今後も使用する可能性がない市有施設については、「空家等」と同

様に、本計画の対象とし、その施設又は解体後の跡地利用を有効に活用すべく検討を行うものとし

ます。 

＜参考＞法第２条第１項 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居

住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物を含

む。)をいう。 

２ 空家等対策の対象地区 

 空家等に関する対策の対象とする地区は、平成２８年度の空家実態調査において、全域で空家の

存在を確認したため市内全域とします。 

 また、２章３の空家密度の結果、沼田地区の空家密度が突出して高いため、沼田市第六次総合計

画における「市街地においては、特に老朽化した空家が危険な状態となっており、対策が必要にな

っている」との記載と合致しており、空家対策を通じて街なかへの居住促進や、未接道敷地の解消

など住居環境の向上に寄与する観点から、重点的な取り組みを検討します。  
３ 対策の実施体制に関する事項 

 （１）所管する部署 

 空家等に関する対策を総合的に所管する部署は、都市建設部建築住宅課とします。 

 特定空家等に関する指導や苦情対応の総合窓口は、建築住宅課とし、内容により各担当課へ情

報提供します。 

 また、空家等の利活用については、建築住宅課で所有者等の意向に沿い、物件情報を専門業者

に情報を提供するほか、移住・定住相談業務を担当している観光交流課と連携し、空家等の利活

用の取組みを進めます。 

 なお、空家等の対策は問題が多岐にわたるため、関係する部署と連携して取組を進めます。 

＜参考＞法第２条第２項 この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適

切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 （２）沼田市空家等対策協議会 

 沼田市空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うために市長を会長とし、

９人以内で構成する沼田市空家等対策協議会を組織します。 

 

第３章 基本方針等 
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４ 基本方針  沼田市は、空家実態調査と所有者アンケートの結果により、一定数の空家は存在するが、管理不
全の空家は少ない現状です。  しかし、高齢化や人口減少、特に高齢者単身世帯数が増加傾向にあるため、将来的にさらに空家
等が増加することが予想されます。  これらのことから、沼田市の地域特性を踏まえ、予防対策を講じることに重点を置きつつ、特定
空家等についても必要な措置が的確に行えるよう、次のように基本方針を定めます。  （１）空家等の調査  平成２８年、各区長に依頼し、空家の実態調査を行いました。今後の実態調査の時期は未定で
すが、調査に当たっては、調査概要や対象地区、調査期間、調査対象となる空家等の種類など必

要事項を定め実施します。また、空家の現状で明らかとなった内容を分析し、課題解決に向けた

取組みを進めます。  （２）所有者等の空家等の適切な管理の促進  空家等は、所有者等の財産であることから、所有者等において適切な管理に努める義務があり
ます。ただし、所有者等が死亡又は不明の場合もあることから、法及び条例に基づき、市におい

て調査を実施し、相続人などの空家等の適正管理を行う義務者を特定し、的確な指導・助言を行

うなど、空家等の適正な管理を促します。  なお、所有者や相続人など、空家等を適切に管理する義務がある者が不在である場合には、条
例に基づく緊急応急措置や、法に基づく行政代執行を含めて市が所有者等に代わり、危険性を除

去することも検討します。  （３）空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進  空家等及び除却した空家等の跡地は、所有者等の財産であります。また、除却後の跡地の活用
は、地域の活性化につながる有効な資産となることから、所有者等に対し、有効活用や市場の流

通を促し、地域の活性化に努めます。  （４）特定空家等の認定及び措置  そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害と
なるおそれのある状態等その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態にあると認められる空家等をいいます。 
特定空家等の認定  特定空家等に該当するおそれがあるものについては、速やかな改善が求められます。特定空
家等の認定は、市が外観からの調査及び必要に応じて立入調査を行い、基準に則って認定しま

す。 
特定空家等に対する措置  調査の結果、空家等が該当した場合は、法及び条例に基づく措置を行います。市は、所有者
等に「助言又は指導」等を行い、所有者等に改善を求めます。改善されない場合は、「勧告」、

さらに「命令」と措置を進めます。  特定空家等が「勧告」を受けると、当該空家等が建つ土地の固定資産税の住宅用地の特例が
適用されている場合は、当該特例の対象から除外されます。また、「命令」や「過料」又は「行
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政代執行」等、さらに措置を進める場合は、地域・建築関係者・専門家の委員で構成する「沼

田市空家等対策協議会」で意見を聴き、慎重に手続きを進めます。                                     
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１ 空家の予防 

１ 空家の予防 

 （１）相談会の開催 

 空家の所有者等が適正管理や処分等について、専門家団体から意見を聞くことが出来るように、

協定を締結している専門家団体と合同で定期的に相談会を開催します。 

 （２）所有者等への啓発 

 市民に空家に対する正しい知識を持っていただくため、チラシやパンフレットの配付等を行い、

ホームページでも啓発して行きます。 

 また市民に対して、専門知識を有する不動産、法務、建築等の専門家団体と連携して空家に関

するセミナーの開催を検討します。 

 （３）専門家団体の紹介 

 空家の所有者等が、空家の適正管理や、処分等について、専門的な相談を出来る窓口を紹介し

ます。 

２ 空家の流通・活用の促進 

 （１）空家バンク制度の活用 

 国による空き家のワンストップ事業「全国版空家・空き地バンク」の利用について、検討しま

す。また、宅地建物取引業協会と締結した、空家バンクの協定書により、活用したい所有者等に

情報提供を行います。 

 （２）補助制度の活用 

ア 木造住宅の耐震化を促進するための補助制度 

昭和５６年以前に建築された住宅は、耐震性が低いものが多いため、耐震診断の結果「倒

壊する可能性がある」又は「倒壊する可能性が高い」と診断された住宅に対して耐震改修

設計工事等に要する経費の一部を補助することにより、木造住宅の耐震化を進め、木造住

宅の流通促進を図ります。 

イ その他空家の流通・活用に有効な補助制度 

上記以外にも有効な補助制度の創設を検討し、空家の流通や利活用の促進を図ります。 

 （３）空家を抑制するための特例措置（空家の譲渡所得３,０００万円特別控除）の活用 

 耐震性のある空家や空家を除却後の更地を譲渡する際に平成３１年（２０１９年）１２月３１

日までの期限で、その譲渡所得に対して３,０００万円の特別控除が適用されることから、税制優

遇措置の周知を行い、譲渡を検討している空き家の所有者等への啓発を行います。 

 （４）マイホーム借上げ制度等の活用 

 リバースモーゲージの促進や移住・住みかえ支援機構（JTI）の「マイホーム借上げ制度」を活

用して空家の流通促進を図ります。 

＜参考＞リバースモーゲージ 持家を担保として、銀行から生活費の一部について、融資を受け、死亡時に

担保物件で精算する制度 

  

第４章 具体的な施策 
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（５）移住・定住の促進  移住・定住相談会の開催  首都圏で開催する移住相談会等において、移住希望者に対し、空家情報を提供することによ
り、空家の流通、活用の促進を図ります。 

３ 空家等の管理  （１）補助制度の活用  空家等が著しい管理不全になる前に、空家の除却を促進し、安全や景観の向上及び居住環境の
改善を図るため、空家の解体費用の一部を補助します。  （２）管理不全な空家等にしないため、チラシ・パンフレット等を活用した啓発  空家の所有者や管理者等に対して空家の管理方法や空家の売買・賃貸、除却等に関するチラシ
やパンフレットを作成・配布し、啓発を行います。  （３）特定空家等に対するガイドラインの適用  法第１４条第１４項の規定に基づき、特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るため
に必要な指針（ガイドライン）が定められていることから、特定空家等の判断や特定空家等に対

する必要な措置等は、当該指針（ガイドライン）に基づき、行うものとします。          
※表記について 
法律用語の「空家」と一般名称の「空き家」で使用が異なりますが、本計画は「空家」で統一しまし

た。   



特定空家等の認定基準（案）

１ 趣旨

本基準は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「空家法」という。）第２条第２項に規定する「特定空家等」を認定するため、

国土交通大臣及び総務大臣が定める『「特定空家等に対する措置」に関する適切な

実施を図るために必要な指針（ガイドライン）』踏まえ、本市としての認定基準を

定める。

特定空家等の認定に当たっては、本基準を基に、沼田市空家等対策の推進に関す

る条例第７条の規定に基づき設置する沼田市空家等対策協議会の協議により認定を

行う。

２ 基本的な考え方

空家等の管理については、空家法第３条に規定されているように、所有者等にそ

の責務がある。市では、適切な管理がなされていない空家等については、その所有

者等に空家法第１２条の規定に基づき、情報の提供、助言その他必要な措置を講じ

ている。

しかしながら、改善が図れず、本基準に基づき、「特定空家等」と認定した空家

等については、周辺への悪影響の程度や危険度の切迫性などを総合的に判断した上

で、空家法第１４条に基づき、助言又は指導、勧告といった改善に向けた働きかけ

を段階的に行い、それでもなお改善が図られず、特に必要があると認める場合には、

同条に基づく命令、行政代執行による是正措置を行う。

なお、同条に基づく行政指導や是正措置については、所有者等の財産権の制約を

伴う行為が含まれることから慎重に手続を進めることとする。



◎協議会資料について

○付箋への対応、考え方

・協議会の関わりが漏れており、措置等フロー図を修正した。（別紙）

・実施基準の明確化については、国のガイドラインを基本に、チェック方式としているが、

専門職の立場で評価方式を追加するなどの考えもあると思うので、建築指導係で作成する。

（来週中）

・倉内の特定空家の認定については、個別案件となり会議は非公開で行う必要がある。また、

議題に上げる場合、経過及び状況を説明できる資料を作成し、市長を含め内部で十分な協議

を行う必要があることや、行政指導を１年以上実施していることも認定基準考え方の一つで

ある。議題に上げるなら認定基準が決まった後、チェック結果や採点結果その他説明資料を

整備し、個別案件の協議を行った方が良いのではないか。また、専門的知見の活用から委員

への事前相談が可能となれば、結果が導き易くなる。

（来年度の会議議題を考えておくことも必要なことである。）

○その他

・口頭で上記記載の説明をするが、表紙に趣旨、基本的な考え方をつける。



特定空家等の認定基準（案）    

１「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」 

 １ 建築物が著しく保安上危険となるおそれがある 

  （１）建築物が倒壊等するおそれがある 

 事 項     調 査 項 目 参 考 と な る 考 え 方  該当 

建物の 

著しい 

傾斜 

 

 

(1)基礎に不同沈下があ 

  る。 

(2)柱が傾斜している。 

 

 

(1)下げふり等用いて建築物を調査できる状況に  

   ある場合、1/20超の傾斜が認められ（平屋 

   以外の建築物で、２階以上の階のみが傾斜 

   している場合も、同様の数値で取り扱う。）、 

   周囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

基 礎 及

び土台 

の損傷 

 

 

 

 

 

(1)基礎が破損又は変形し 

   ている。 

(2)土台が腐朽又は破損し 

   ている。 

(3)基礎と土台にずれが発 

   生している。 

 

 

(1)基礎のひび割れが著しく、土台に大きなずれ  

   が生じ、上部構造を支える役目を果たさなく  

   なっている箇所が複数生じていて、周囲への  

   危険性が認められる場合。 

(2)土台において木材に著しい腐食、損傷若しく 

   は蟻害があること又は緊結金物に著しい腐食  

   があり、周囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱 、 は

り、筋か

い、柱と

は り の

接合等 

(1)柱、はり、筋かいが腐 

   朽、破損又は変形して 

   いる。 

(2)柱とはりにずれが発生 

   している。 

 

(1)複数の筋かいに大きな亀裂や、複数の柱・は  

   りにずれが発生しており、地震時に建築物に  

   加わる水平力に対して安全性が懸念され、周  

   囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

積 雪 に

よる 

危険性 

 

(1)屋根の積雪放置による 

   倒壊の危険性がある。 

 

 

(1)積雪による影響により、建築物等の安全性が  

   懸念され、周囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

  （２）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある 

 事 項     調 査 項 目 参 考 と な る 考 え 方  該当 

屋 根 ふ

き材、ひ

さ し 又

は軒 

 

 

 

 

 

 

(1)屋根が変形している。 

(2)屋根ふき材が剥落して 

   いる。 

(3)軒の裏板、たる木等が 

   腐朽している。 

(4)軒がたれ下がってい   

   る。 

(5)雨樋がたれ下がってい 

   る。 

(1)目視でも、屋根ふき材が脱落しそうな状態を  

   確認でき、周囲への危険性が認められる場 

   合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



外壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)壁体を貫通する穴が生 

   じている。 

(2)外壁の仕上材料が剥 

   落、腐朽又は破損し、 

   下地が露出している。 

(3)外壁のモルタルやタイ 

   ル等の外装材に浮きが 

   生じている。 

 

(1)目視でも、上部の外壁が脱落しそうな状態を  

   確認でき、周囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

窓枠、 

窓 ガ ラ

ス 等 の

外 部 建

具 

 

(1)窓枠、窓ガラス等の外 

   部建具が破損してい   

   る。 

 

 

 

(1)目視でも、窓枠、窓ガラス等の外部建具が脱  

   落しそうな状態を確認でき、周囲への危険性  

   が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

看板、給

湯設備、

屋 上 水

槽等 

 

 

 

 

 

 

(1)看板の仕上材料が剥落 

   している。 

(2)看板、給湯設備、屋上 

   水槽等が転倒してい   

   る。 

(3)看板、給湯設備、屋上 

   水槽等が破損又は脱落 

   している。 

(4)看板、給湯設備、屋上 

   水槽等の支持部分が腐 

   食している。 

 

(1)目視でも、看板、給湯設備、屋上水槽等の支  

   持部分が腐食している状態を確認でき、周囲  

   への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋 外 階

段 又 は

バ ル コ

ニー 

 

 

(1)屋外階段、バルコニー 

   が腐食、破損又は脱落 

   している。 

(2)屋外階段、バルコニー 

   が傾斜している。 

 

(1)目視でも、屋外階段、バルコニーが傾斜して  

   いる状態を確認でき、周囲への危険性が認め  

   られる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

門 又 は

塀 

 

 

 

(1)門、塀にひび割れ、破 

   損が生じている。 

(2)門、塀が傾斜している。 

 

 

(1)目視でも、門、塀が傾斜している状態を確認で

き、周囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 擁壁が老朽化し危険となるおそれがある 

 事 項     調 査 項 目            参 考 と な る 考 え 方  該当 

擁壁 

 

 

 

(1)擁壁表面に水がしみ出 

   し、流出している。 

(2)水抜き穴の詰まりが生 

   じている。 

(3)ひび割れが発生してい 

   る。 

(1)擁壁の排水施設の不備、擁壁表面の劣化等に  

   より、ひび割れ・ふくらみ・ずれ・積石の抜  

   け落ち・剥落・傾斜などの発生か確認でき 

  周囲への危険性が認められる場合。 

 

 

 



 

２ 「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」 

    事  項                 状           態  該当 

(1) 

建築物又は設備の 

破損 

 

 

吹付け石綿等が飛散し、暴露する可能性が高い状況である。  

浄化槽等の設置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、地

域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

 

排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支障

を及ぼしている。 

 

 

(2) 

ごみ等の放置、不

法投棄 

 

ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日常

生活に支障を及ぼしている。 

 

 

ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発生

し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

 

 

３ 「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」 

    事  項                 状           態  該当 

周囲の景観と著し

く不調和 

 

 

 

 

 

屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたま

ま放置されている。 

 

 

多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

 

 

 

看板が原形を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損した

まま放置されている。 

 

 

立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。  

敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。  

４ 「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」 

    事  項                 状           態  該当 

(1) 

立木 

 

 

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に

枝等が大量に散らばっている。 

 

  

立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行や周辺の生

活環境の保全を妨げている。 

 

 

(2) 

空き家等に住みつ

いた動物等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に支

障を及ぼしている。 

 

 

動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民の

日常生活に支障を及ぼしている。 

 

 

敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活に

支障を及ぼしている。 

 

 

多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活に

支障を及ぼしている。 

 

 

住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環境

に悪影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活環

境に悪影響を及ぼす恐れがある。 

 

 

(3) 

建築物等の不適切

な管理 

 

門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容

易に侵入できる状態で放置されている。 

 

 

周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。 

 

 

 

 



資料１

　 　 　    
 特定空家等措置フロー図

判明した所有者等に対し、
空家等の状況連絡や管理・
活用情報の提供、注意喚起
を実施

※危険性の切迫により緊急安全
 措置の実施（条例第８条第１項）

標識の設置・公示
（法第１４条第１１項）

空き家等（法第２条第１項）

住民等からの情報提供

現  地  調  査

所有者等調査

状況連絡・注意喚起

特定空家等（法第２条第２項）

助言・導書（法第14条第1項）

空家等であることを確認した
場合は、登記、住民票、
戸籍、固定資産税情報等で
所有者等の調査を実施

勧告（法第14条第2項）

命令（法第14条第3項）
意見陳述機会の付与
（法第14条第4項）

地域住民等から連絡・相談
を受けた空家等に対し、
状況確認のための現地調査
を実施

　資料２
(条文の規定 )

空

家

等

対

策

協

議

会

　

戒告書・行政代執行
（法第14条第9項,

行政代執行法第3条第2項）



空家等の定義及び条文関係 資料 ２

１．定義

（１）「空家等」（法第２条第１項、条例第２条第１号）

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

（２）「特定空家等」（法第２条第２項、条例第２条第２号）

以下の状態にあると認められる空家等

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態

③適切な管理が行われていないこにより著しく景観を損なっている状態

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

２．法及び条例等

（１）特定空家等の認定（条例第７条第２項）

空家等対策協議会は、特定空家等の認定に関すること及び特定空家等に対する措置

に関することを協議する。

（２）助言又は指導（法第１４条第１項）

市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木、竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助

言又は指導することができる。

（３）勧告（法第１４条第２項）

市町村長は、前項の規定による助言又は指導した場合において、なお当該特定空家

等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当

の猶予期間を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図る

ために必要な措置をとることを勧告することができる。

（４）命令（法第１４条第３項）

市町村長は、前項に規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、

相当の猶予期間を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

（５）意見陳述機会の付与（法第１４条第４項）

市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置

を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提

出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又は代

理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。



（６）標識の設置・公示（法第１４条第１１項）

市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国

土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

（７）行政代執行（法第１４条第９項、行政代執行法第２条）

市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに

完了する見込みがないときは、行政代執行法の定めるところに従い、自ら義務者のな

すべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。

○緊急安全措置（条例第８条第１項）

市長は、空家等に起因して人の生命、身体又は財産に被害が生じるおそれがあり、

かつ、当該被害を防止するため緊急の必要があると認めるときは、当該被害を防止す

るために必要最小限度の措置を講ずることができる。

【注釈】

法 ：空家等対策の推進に関する特別措置法

条例：沼田市空家等対策の推進に関する条例



番号 空き家の住所 旧耐震 補助対象額 補助額

1 群馬県 沼田市 白沢町 白沢町 ○ 3,000,000 300,000

2 群馬県 沼田市 横塚町 横塚町 ○ 535,572 278,000

3 群馬県 沼田市 下川田 下川田町 ○ 702,000 300,000

4 群馬県 沼田市 下久屋町 材木町 ○ 1,350,000 300,000

5 群馬県 沼田市 高橋場町 西原新町 ○ 2,394,910 300,000

6 群馬県 沼田市 利根町 坊新田町 ○ 1,134,000 300,000

7 群馬県 沼田市 薄根町 薄根町 ○ 1,250,000 300,000

8 群馬県 沼田市 東原新町 榛名町 ○ 1,029,240 300,000

9 群馬県 沼田市 東原新町 東原新町 ○ 721,500 300,000

10 宮城県 仙台市 坊新田町 ○ 653,184 300,000

11 群馬県 沼田市 利根町 利根町 ○ 738,428 300,000

12 群馬県 前橋市 榛名町 ○ 3,240,000 300,000

13 群馬県 沼田市 大釜町 井土上町 ○ 900,000 300,000

14 群馬県 沼田市 利根町 利根町 ○ 1,600,000 300,000

15 群馬県 利根郡 みなかみ町 西倉内町 ○ 　 取り下げ

16 群馬県 沼田市 横塚町 利根町 ○ 708,912 300,000

17 群馬県 前橋市 上原町 ○ 1,674,000 300,000

18 群馬県 沼田市 坊新田町 東倉内町 ○ 918,000 300,000

19 群馬県 利根郡 昭和村 栄町 ○ 670,000 300,000

20 群馬県 沼田市 坊新田町 坊新田町 ○ 1,600,000 300,000

21 群馬県 渋川市 桜町 × 828,954 200,000

22 群馬県 沼田市 発知新田町 発知新田町 ○ 1,458,000 300,000

23 群馬県 沼田市 東原新町 東原新町 ○ 951,852 300,000

24 埼玉県 所沢市 西原新町 ○ 1,296,000 300,000

25 埼玉県 戸田市 新町 ○ 1,482,980 300,000

26 群馬県 沼田市 東倉内町 西倉内町 ○ 1,248,480 300,000

27 千葉県 柏市 岩本町 ○ 1,450,000 300,000

28 群馬県 沼田市 戸神町 戸神町 ○ 1,047,600 300,000

29 神奈川県 川崎市 戸鹿野町 ○ 936,359 300,000

30 群馬県 沼田市 清水町 岩本町 ○ 1,079,721 300,000

31 群馬県 利根郡 昭和村 下之町 × 620,000 200,000

32 群馬県 前橋市 下川田町 ○ 630,720 300,000

33 神奈川県 横浜市 東倉内町 ○ 540,000 280,000

34 群馬県 渋川市 町田町 ○ 1,179,932 300,000

35 群馬県 沼田市 戸神町 下之町 ○ 1,401,000 300,000

36 群馬県 沼田市 久屋原町 柳町 × 　 取り下げ

37 群馬県 沼田市 髙橋場町 髙橋場町 ○ 972,000 300,000

41,943,344 10,258,000

　 　 　

申請者住所　

平成３０年度空き家解体補助金交付状況


